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後期高齢者医療制度の即時廃止

並びに最低保障年金創設などを求める要請書

市民生活の向上と福祉の増進への貴職のご尽力に敬意を表します。

8月30日の総選挙の結果「国民の生活が第一」を掲げる民主党が、去る9月16日連立政権を樹立しました。

さて、後期高齢者医療制度は、年齢だけで高齢者を別の制度に囲い込み、差別医療を押し付けるもので、高齢者の人間的尊厳を著しく傷つけるものです。

制度は昨年、年金者組合を始め高齢者・国民の圧倒的な反対を押し切って発足させられましたが、国民の声を反映して昨年の参議院で「廃止法案」が可決されました。民主・共産・社民各党の総選挙マニフェストには、制度の廃止が盛り込まれました。自民党さえ、抜本的な見直しを述べざるを得ませんでした。

様々な問題をはらむこの制度は、廃止以外にその諸矛盾を解消することは出来ません。時間が経過すればするほど廃止の影響が大きくなります。一日も早い制度廃止を私たちは強く求めます。

昨年は、異常な物価高騰が庶民を苦しめました。それでも政府は、様々な理由をつけて年金を据え置きました。最近、消費者物価指数の低下が伝えられ、来年度の年金引き下げが心配される状況です。消費者物価指数が庶民の生活実態とかけ離れて低く表されるのが実態です。

そのうえ、税金や医療・介護など、社会保険料が確実に引き上げられ、高齢者・庶民の可処分所得が年々低下し生活を脅かしています。私たちは、憲法25条の生存権を国民に保障するために消費税によらない最低保障年金の実現が必要であると考えています。

よって、下記意見書の国への提出など、ご尽力くださるよう要請します。

記

1．後期高齢者医療制度を即時廃止し老人保健制度に一旦もどすこと。

2．公的年金等控除の最低保障をもとに戻し、老年者控除を復活すること。

3．生活費に見合う年金引き上げを行うこと。

4．消費税によらない最低保障年金を作ること。

以上

